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第９４回評議員会会長あいさつ要旨
【地方財政対策】本会をはじめ、地方六団体は、住民生活や地域
経済を支える地方自治体の財政運営に支障が生じることのないよ
う、地方交付税の増額をはじめとする地方一般財源総額の確保を
強く求めて参りました。
一方、国は、１月１５日開催の「国と地方の協議の場」において、

国家公務員の給与の特例減額と同様、地方公務員の給与費の削減
を求め、地方の固有財源である地方交付税を削減すると主張して
きました。
しかし、地方はこれまで国に先んじて定員の削減や独自の給与
削減を断行してきており、既に国を上回る行革を実施しているこ
とから、国から一方的に給与削減を強制することなく、地方にお
いて自主的かつ適切な対応が図られるようにすること、また、併

せて地方交付税総額の確保について
十分配慮するよう、国と地方の協議
の場、総務大臣会合等で強く要請を
して参りました。
しかしながら、地方公務員給与費

については、平成２５年７月から国家
公務員と同様の給与削減の実施を前
提とし、９千億円が削減されること
とされました。
一方で、歳出に特別枠を設定して、

防災・減災事業、地域の活性化等の
緊急課題への対応として、ほぼ、給
与削減額に見合う額が計上されたと

ころであります。これらにともない、地方交付税総額は、出口ベ
ースで前年度に比べ４千億円減の１７兆１千億円とされました。
今回の地方財政対策では、地方が強く訴えていた一般財源総額
の確保については、地方税収の増などにより、平成２４年度と同程
度が確保されたところでありますが、今回のような、国からの一
方的な給与削減要請とこれに伴う地方交付税の減額措置は、地方
分権の趣旨にも反し、また、地方の固有財源という地方交付税の
性格に沿わないのではないかと考えており、今後は、こうした課
題については「国と地方の協議の場」等を通じ、地方側と十分協
議していただきたいと考えております。
【地方税制改正】今回、自動車取得税の取り扱いが大きな争点と
なりました。
結果として、地方の主要な税源として不可欠なものとなってお
ります自動車取得税については、消費税８％の段階でエコカー減
税の拡充などグリーン化を強化し、消費税１０％の時点で廃止する
方向で改革を行うことが明記されておりますが、その代替財源に
ついては、地方財政へは影響を及ぼさないとの方向が示されてい
るものの、その具体的な措置は、平成２６年度の税制改正で検討す
ることとされております。
今後とも引き続き、地方団体の意見を踏まえ、地方に減収が生
ずることのないよう、安定的な税財源の確保なくして自動車取得
税は廃止すべきでないことを、強く要請して参る必要があると考
えております。
【地方議会の権能強化】地方議会の権能強化に係る地方自治法の
改正についてでございますが、第３０次地方制度調査会での検討を
経て、地方議会制度に係る改正を含む地方自治法の一部改正案が、
昨年８月に成立いたしました。
この法律は、通年会期の導入や長による臨時会招集に関する不
適切な運用の是正、専決処分における長による必要な措置の義務
化、更には委員会制度に関する条例委任事項の拡大など、地方議
会の自主性・自律性を高めようとするものであります。
また、今回の改正に際しては、議員修正により、従来の「政務
調査費」の名称を「政務活動費」に改めるとともに、「政務活動
費」を充てることができる経費の範囲については、条例で定める
こと、議長は使途の透明性の確保に努めることとされております。
このため、本会といたしましては、全国９部会の各部会長市の
局長及び政令市２市の局長による「政務活動費の交付に関する参
考条例等検討会」を設置して検討を行い、各市における条例改正
等の参考としていただくための参考条例等を昨年１１月にとりまと
め、ご報告申し上げたところでございますが、今後とも地方議会
権能強化に向けて、積極的に活動して参りたいと考えております。

本
会
の
第
９４
回
評
議
員
会

本
会
（
会
長
�
関
谷
博
・
下
関

市
議
会
議
長
）
は
２
月
６
日
、
東

京
・
都
市
セ
ン
タ
ー
ホ
テ
ル
で
第

９４
回
評
議
員
会
を
開
催
し
、
平
成

２５
年
度
の
本
会
一
般
会
計
予
算
な

ど
を
審
議
、
決
定
し
た
。

当
日
は
来
賓
と
し
て
坂
本
哲
志

・
総
務
副
大
臣
が
出
席
し
た
。
続

い
て
一
般
事
務
報
告
の
ほ
か
、
本

会
の
地
方
行
政
は
じ
め
と
す
る
７

委
員
会
の
代
表
が
１
年
間
の
活
動

結
果
を
報
告
し
た
�
本
紙
４
面
か

ら
７
面
に
各
委
員
会
の
要
旨
を
掲

載
。
当
日
は
、
総
務
省
の
大
石
利

雄
・
総
務
審
議
官
が
地
方
行
財
政

に
つ
い
て
講
演
を
実
施
。
大
石
氏

は
▽
平
成
２４
年
度
補
正
予
算
案
▽

平
成
２５
年
度
当
初
予
算
案
▽
平
成

２５
年
度
地
方
財
政
対
策
―
な
ど
を

説
明
し
た
。

大
石
氏
の
説
明
に
よ
る
と
地
方

財
政
対
策
で
は
、
通
常
収
支
分
に

お
け
る
地
方
一
般
財
源
総
額
が
前

年
度
比
０
・
２
兆
円
増
の
５９
・
８

兆
円
。
地
方
が
安
定
的
に
財
政
運

営
を
実
施
で
き
る
よ
う
２４
年
度
と

同
水
準
確
保
し
た
。
一
方
、
地
方

交
付
税
は
、
一
般
会
計
か
ら
交
付

税
特
会
へ
の
繰
り
入
れ
が
対
前
年

度
比
０
・
２
兆
円
減
の
１６
・
３
兆

円
。
実
際
に
地
方
へ
配
分
さ
れ
る

出
口
ベ
ー
ス
で
は
、
対
前
年
度
比

０
・
４
兆
円
減
の
１７
・
１
兆
円
に

と
ど
ま
る
結
果
と
な
っ
た
。

各各
委委
員員
会会
がが
活活
動動
結結
果果
報報
告告

共共
済済
会会
がが
代代
議議
員員
会会
開開
催催

給
付
賄
う
市
負
担
金
率
５１
・
９
％

２
月
５
日
に
開
か
れ
た
市
議
会

議
員
共
済
会
（
会
長
�
関
谷
博
・

下
関
市
議
会
議
長
）
の
第
１
０
５

回
代
議
員
会
で
は
平
成
２５
年
度
の

事
業
計
画
や
予
算
を
決
定
し
た
。

年
金
な
ど
の
給
付
に
要
す
る
費
用

へ
充
当
す
る
市
負
担
金
率
は
５１
・

９
％
。
２４
年
度
上
半
期
経
理
に
つ

い
て
は
、
監
事
の
舩
見
亮
悦
・
三

沢
市
議
会
議
長
が
報
告
し
た
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1860号２月２５日平成25年
（2013年）

監査結果を報告する舩見
亮悦・三沢市議会議長

来
賓
の
坂
本
哲
志
・
総
務
副
大

臣
が
あ
い
さ
つ

関谷博・本会会長

（１） 平成２５年２月２５日 第１８６０号
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本
会
の
関
谷
博
・
会
長
（
下
関
市
議
会
議
長
）
と
東
北
６
県
を
代
表

し
東
北
市
議
会
議
長
会
の
支
部
長
、
副
会
長
、
被
災
市
の
議
長
ら
�
実

行
運
動
班
編
成
市
は
下
掲
�
は
２
月
７
日
、
東
日
本
大
震
災
に
よ
る
被

災
自
治
体
の
復
旧
・
復
興
に
向
け
要
請
活
動
を
実
施
。
政
府
、
与
党
に

対
し
、
要
望
事
項
の
実
現
へ
向
け
協
力
を
要
請
し
た
。

発発
言言
事事
項項
はは
多多
岐岐
にに
わわ
たた
るる

政
府
、
与
党
へ
の
要
望
事
項
は

�
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・

復
興
に
関
す
る
要
望
�
東
日
本
大

震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
に
向
け

た
対
応
に
関
す
る
要
望
�
左
下
掲

―
の
２
項
目
。
�
は
２４
年
１１
月
８

日
開
催
の
本
会
の
第
９３
回
評
議
員

会
で
議
決
さ
れ
た
�
要
望
文
は
本

紙
１
８
５
１
号
６
面
に
掲
載
。

な
お
、
当
日
の
要
請
活
動
に
先

立
ち
、
東
北
市
議
会
議
長
会
は
発

言
事
項
を
調
整
し
面
談
に
臨
ん
だ

�
主
な
発
言
事
項
は
本
紙
３
面
に

掲
載
。
東
日
本
大
震
災
関
連
の
要

望
事
項
は
▽
被
災
し
た
鉄
道
路
線

の
復
旧
・
復
興
▽
効
果
促
進
事
業

「
一
括
配
分
」
の
使
い
勝
手
の
改

善
―
な
ど
多
岐
に
わ
た
る
。

東
日
本
大
震
災
発
生
か
ら
も
う
す
ぐ
２
年

復
旧
・
復
興
に
向
け
要
請
活
動

【
２
・
３
面
の
写
真
】�
谷

公
一
・
復
興
副
大
臣
（
中

央
）�
坂
本
哲
志
・
総
務

副
大
臣（
左
か
ら
５
人
目
）

�
加
藤
勝
信
・
内
閣
官
房

副
長
官（
左
）�
細
田
博
之

・
自
民
党
幹
事
長
代
行

（
中
央
）�
浜
田
靖
一
・
自

民
党
幹
事
長
代
理（
右
か

ら
３
人
目
）�
棚
橋
泰
文
・

自
民
党
政
務
調
査
会
長
代

理（
右
）�
竹
下
亘
・
自
民

党
組
織
運
動
本
部
長（
右

か
ら
２
人
目
）、土
井
亨
・

衆
議
院
国
土
交
通
委
員
会

委
員（
右
か
ら
３
人
目
）

東東
日日
本本
大大
震震
災災
かか
らら
のの
復復
旧旧
・・
復復

興興
にに
向向
けけ
たた
対対
応応
にに
関関
すす
るる
要要
望望

▽
復
旧
・
復
興
事
業
予
算
の
総
額

確
保
と
実
態
に
即
し
た
財
政
支
援

等
�
今
回
の
大
震
災
に
よ
り
未
曾

有
の
被
害
を
受
け
た
被
災
自
治
体

に
お
い
て
、
復
旧
と
再
建
に
向
け

た
膨
大
な
財
政
需
要
が
生
じ
て
い

る
こ
と
か
ら
、
復
旧
・
復
興
に
必

要
な
予
算
に
つ
い
て
は
、
平
成
２４

年
度
以
降
も
含
め
、
国
の
責
任
に

お
い
て
必
要
な
予
算
総
額
を
十
分

確
保
す
る
こ
と
―
な
ど
▽
原
発
事

故
の
影
響
等
へ
の
対
応
�
東
京
電

力
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故

に
起
因
す
る
放
射
性
物
質
に
よ
る

汚
染
へ
の
対
応
に
つ
い
て
、
安
全

基
準
や
具
体
的
対
策
を
示
し
、
積

極
的
に
除
染
を
行
う
と
と
も
に
、

除
染
に
要
す
る
費
用
、
空
間
放
射

線
量
率
測
定
や
水
道
水
等
に
含
ま

れ
る
放
射
性
物
質
の
濃
度
測
定
等

を
行
う
た
め
の
測
定
器
の
購
入
費

や
測
定
に
係
る
人
件
費
等
、
既
に

自
治
体
が
対
応
し
た
分
も
含
め
、

そ
の
全
額
を
国
に
お
い
て
負
担
す

る
こ
と
―
な
ど
▽
復
興
庁
に
よ
る

支
援
�
被
災
地
の
一
刻
も
早
い
復

興
に
向
け
て
、
被
災
地
の
実
情
に

応
じ
た
、
前
例
に
と
ら
わ
れ
な
い

迅
速
か
つ
柔
軟
な
支
援
措
置
を
講

じ
る
こ
と
▽
被
災
者
の
生
活
再
建

支
援
等
�
被
災
者
の
生
活
再
建
に

向
け
て
、
被
災
者
の
就
業
先
確
保

に
必
要
な
措
置
を
講
じ
る
ほ
か
、

長
期
的
継
続
雇
用
と
な
る
事
業
の

創
設
等
、
抜
本
的
な
雇
用
対
策
を

講
じ
る
こ
と
―
な
ど
▽
地
域
産
業

の
復
旧
・
復
興
に
対
す
る
支
援
�

震
災
を
受
け
た
地
域
の
観
光
交
流

施
設
等
の
復
旧
や
地
域
経
済
の
回

復
・
復
興
を
速
や
か
に
進
め
る
こ

と
が
で
き
る
よ
う
、
当
該
施
設
等

に
対
す
る
国
庫
支
出
金
制
度
を
創

設
す
る
こ
と
―
な
ど
▽
公
共
施
設

等
の
復
旧
・
再
整
備
�
被
災
自
治

体
の
甚
大
な
被
害
及
び
復
旧
・
復

興
に
向
け
た
多
額
の
財
政
需
要
が

あ
る
こ
と
か
ら
、
各
種
の
災
害
復

旧
補
助
制
度
に
か
か
る
補
助
率
の

大
幅
な
嵩
上
げ
や
対
象
経
費
の
拡

大
、
今
後
の
防
災
力
強
化
を
見
据

え
た
原
形
復
旧
以
上
の
整
備
等
に

か
か
る
対
象
経
費
の
拡
大
等
を
積

極
的
に
行
う
こ
と
―
な
ど
▽
被
災

者
に
対
す
る
社
会
保
障
等
�
復
旧

・
復
興
に
向
け
た
膨
大
な
財
政
需

要
が
見
込
ま
れ
る
被
災
自
治
体
に

お
い
て
、
今
後
生
活
保
護
世
帯
の

急
増
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
を
考
慮

し
、
時
限
的
に
生
活
保
護
経
費
の

全
額
を
国
庫
負
担
と
す
る
等
財
政

措
置
を
講
じ
る
こ
と
―
な
ど
▽
医

療
機
関
に
対
す
る
支
援
等
�
災
害

拠
点
病
院
に
お
け
る
災
害
救
急
医

療
の
増
加
経
費
や
必
要
な
医
師
の

確
保
、
患
者
の
転
院
搬
送
等
に
要

す
る
経
費
等
の
負
担
に
対
し
、
支

援
措
置
を
講
じ
る
こ
と
―
な
ど
▽

今
後
の
防
災
対
策
等
�
津
波
対
策

と
し
て
の
地
盤
嵩
上
げ
事
業
に
つ

い
て
補
助
対
象
と
す
る
と
と
も

に
、
防
災
避
難
道
路
の
整
備
や
堤

防
の
嵩
上
げ
に
つ
い
て
補
助
制
度

を
創
設
す
る
こ
と
―
な
ど

一一
括括
配配
分分
のの
改改
善善
をを
求求
めめ
るる

発
言
事
項
の
う
ち
、
「
効
果
促

進
事
業
『
一
括
配
分
』
の
使
い
勝

手
の
改
善
に
つ
い
て
」
は
、
東
日

本
大
震
災
復
興
交
付
金
関
連
の
要

望
。
平
成
２５
年
度
政
府
予
算
案
で

は
「
復
興
・
防
災
対
策
」
な
ど
３

分
野
に
重
点
的
に
予
算
措
置
さ
れ

て
お
り
、
復
興
交
付
金
は
２５
年
度

予
算
案
で
対
前
年
度
比
２
０
６
％

増
の
５
９
１
８
億
円
計
上
さ
れ
て

い
る
。
予
算
を
的
確
に
被
災
地
の

事
業
に
反
映
さ
せ
る
た
め
、
一
括

配
分
の
使
い
勝
手
を
改
善
し
活
用

可
能
な
対
象
事
業
と
配
分
率
を
拡

大
す
る
よ
う
求
め
て
い
る
。

実実
行行
運運
動動
班班
編編
成成
市市
▽▽
会会
長長
��

下
関
市
▽
青
森
県
支
部
長
�
青
森

市
▽
岩
手
県
支
部
長
�
盛
岡
市
▽

岩
手
県
被
災
市
�
釜
石
市
▽
宮
城

県
支
部
長
�
仙
台
市
▽
宮
城
県
被

災
市
�
気
仙
沼
市
▽
秋
田
県
支
部

長
�
秋
田
市
▽
山
形
県
支
部
長
�

山
形
市
▽
福
島
県
支
部
長
�
郡
山

市
▽
福
島
県
副
会
長
�
伊
達
市

��

��

��

��
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【被災区域における津波避難対策に対する予算の重
点化について】
東日本大震災では、青森県の八戸市、三沢市にお

いても甚大な被害を受けております。

首都圏直下型や南海トラフといった巨大地震の発

生が今後予想される中、昨年１０月に青森県が公表

した最大クラスの津波浸水想定では、八戸市は津波

の高さが最大

２３メートル、

想定浸水面積

は 市 内 の１３

パーセントに

あ た る３９平

方キロメート

ル（大震災の

約４倍）、三

沢市は津波の高さが最大１７メートル、想定浸水面

積は市内の３２パーセントにあたる３８平方キロメー

トル（大震災の約６倍）に及ぶといった深刻な結果

となっております。

このような状況を踏まえ、事前防災・減災対策と

して、複数年度にわたり、被災区域における津波避

難対策を確実に推進できるよう、国の補助制度の確

立と予算の重点化について特段の御配慮を賜ります

よう、よろしくお願い申し上げます。

【被災した鉄道路線の復旧・復興について】
鉄道の両路線は、通学、通勤、通院、買物など、

三陸沿岸住民の生活の足であるとともに、観光など

三陸沿岸地域の振興に必要不可欠な路線です。すで

に鉄路で復旧することが決まっている三陸鉄道とＪ

Ｒ山田線・大船渡線が一つに繋がることによって、

三陸を縦貫する鉄道としての相乗効果や機能が発揮

されます。

また、被災地域のまちづくりには鉄道の復旧が不

可欠です。

つきまして

は、運行主体

に対する国の

全面的な支援

により、被災

したＪＲ山田

線・大船渡線

を含む鉄道施

設の早急な復

旧・復興を強く要望いたします。

【効果促進事業「一括配分」の使い勝手の改善につ
いて】
○復興交付金は、４０の基幹事業と基幹事業の３５％

以内で被災地が主体的に実施する効果促進事業が

ある。被災自治体は「自由度が高い」とされる効

果促進事業への期待が高い。

○しかし、現状の効果促進事業は、通常の補助事業

のように一定の要件を示され、細かい資料提出を

求められるなど、「使い勝手が良い」とは言いが

たく、あまり活用されていない。

○この改善のため、効果促進事業に「一括配分」を

設けるという改善策も講じられたが、示された要

件が限定的であり、十分な活用が困難である。

○ついては、復興交付金の効果促進事業「一括配分」

の取り扱いについて、「自由度の高さ」と「使い

勝手」の改善を、国に対して要望する。

【事業地区以外の民地の土地嵩上げに対する補助制
度の創設・既存制度の拡充と財政支援について】
今回の震災においては、地盤沈下の影響が大き

く、土地の嵩上げが急務でありますが、嵩上げは土

地区画整理事業や津波復興拠点整備等で限定的にし

か認められておらず、純粋に地盤沈下に着目した復

旧制度がありません。

このことから、復興の将来像を描けず検討を進め

られない地域や、道路の嵩上げ復旧及び防潮堤の整

備等により窪地となってしまう地域が多数発生して

います。

このような

被災地の状況

を何度となく

国に伝え、よ

うやく第４回

の復興交付金

により、被災

市街地復興土

地区画整理事業の効果促進事業として一部地域の嵩

上げが認められたことは大きな前進でありますが、

嵩上げが必要な土地のすべてで課題が解決したわけ

ではなく、現行制度で対象とならない残る民地など

の土地の嵩上げに対し、補助制度の創設や既存制度

の拡充など、財政支援をお願いいたします。

【放射性物質が含まれる廃棄物等の保管等経費と処
分先の確保について】
国が責任をもって設置する中間貯蔵施設及び最終

処分場については、いまだ設置の見通しが立たず、

このことが住民の不安を助長し、除染の実施を遅ら

せる要因となっていることから、国の積極的な対応

のもと、早急に保管場所を確保するとともに、中間

貯蔵施設及び最終処分場を早期に整備すること。

【風評被害対策を早急に講じること】
農業は、原子力災害による甚大な風評被害によ

り、これまで培ってきた信用が崩壊しただけでな

く、農家経営は疲弊している。観光についても、若

干復調の兆しは見えつつあるものの、震災前の状態

には、戻っていない。

また、子どもを持つ家庭では、安心を求め、他の

地域へ避難し、未だ人口の流出に歯止めがかからな

い状態にある。

避難した者も、残された者も原子力災害による直

接被害に加え、風評被害などの間接被害に大変苦し

んでいることから、復興のため、風評被害の防止、

解消に向けた対策を強化すること。

震災要望の東北市議会議長会発言事項

��

��

��
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各各
委委
員員
会会
報報
告告（（
要要
旨旨
））①①

第
９４
回
評
議
員
会
に
お
い
て
、
本
会
の
地
方
行
政
、
地
方
財
政
、

社
会
文
教
、
産
業
経
済
、
建
設
運
輸
、
国
会
対
策
の
各
委
員
会
、

国
と
地
方
の
協
議
の
場
等
に
関
す
る
特
別
委
員
会
、
そ
れ
ぞ
れ
の

代
表
が
平
成
２４
年
度
の
活
動
結
果
と
要
望
事
項
の
概
要
を
報
告
し

た
。
本
紙
で
は
４
面
か
ら
７
面
に
か
け
発
言
要
旨
を
掲
載
す
る
。

地
方
分
権
改
革
の
推
進
や
地
方

議
会
の
権
能
強
化
、
消
防
・
治
安

対
策
の
充
実
強
化
等
の
実
現
に
向

け
昨
年
７
月
と
１１
月
に
委
員
会
を

開
催
し
要
望
事
項
の
検
討
、
要
望

運
動
を
行
い
ま
し
た
。
最
重
点
要

望
事
項
の
「
地
方
分
権
改
革
の
推

進
」
で
は
義
務
付
け
・
枠
付
け
の

見
直
し
に
か
か
る
、
「
第
３
次
一

括
法
案
」
が
昨
年
の
通
常
国
会
に

提
出
さ
れ
早
期
成
立
を
求
め
ま
し

た
が
１１
月
１６
日
に
衆
議
院
が
解
散

さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
廃
案
と
な
り

ま
し
た
。
今
後
も
引
き
続
き
、
第

３
次
一
括
法
案
に
盛
り
込
ま
れ
た

事
項
を
含
め
、
さ
ら
な
る
義
務
付

け
・
枠
付
け
の
見
直
し
と
都
道
府

県
か
ら
市
へ
の
権
限
移
譲
を
求
め

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

「
地
方
議
会
の
権
能
強
化
」
に

つ
い
て
は
、
強
く
要
望
し
ま
し
た

地
方
自
治
法
改
正
法
が
昨
年
８
月

に
成
立
し
臨
時
会
の
招
集
請
求
、

専
決
処
分
等
に
関
す
る
改
正
は
既

に
施
行
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
す
。「
地

方
議
会
議
員
の
法
的
位
置
付
け
の

明
確
化
」
で
は
今
回
の
改
正
に
際

し
「
議
員
に
求
め
ら
れ
る
役
割
、

及
び
あ
り
方
等
を
踏
ま
え
て
検
討

す
る
こ
と
」
と
す
る
付
帯
決
議
が

国
会
で
な
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

「
消
防
防
災
体
制
の
充
実
強

化
」
で
す
。
１
月
１５
日
に
閣
議
決

定
さ
れ
た
平
成
２４
年
度
補
正
予
算

案
で
大
規
模
災
害
に
備
え
た
防
災

減
災
対
策
に
１
８
５
億
円
が
計
上

さ
れ
ま
す
。
１
月
２９
日
に
閣
議
決

定
さ
れ
た
平
成
２５
年
度
予
算
案
で

は
「
東
日
本
大
震
災
の
被
災
地
に

お
け
る
消
防
防
災
体
制
の
強
化
」

に
２８
億
５
０
０
０
万
円
が
計
上
さ

れ
、
「
国
民
の
命
を
守
る
消
防
防

災
行
政
の
推
進
」
に
１
１
２
億
４

０
０
０
万
円
が
確
保
さ
れ
消
防
防

災
施
設
や
消
防
救
急
デ
ジ
タ
ル
無

線
の
整
備
、
消
防
団
の
体
制
強
化

等
に
充
て
ら
れ
ま
す
。

「
基
地
対
策
関
係
予
算
の
確

保
」
に
つ
い
て
で
す
。
来
年
度
が

３
年
に
一
度
の
増
額
の
年
と
な
る

総
務
省
所
管
の
「
基
地
交
付
金
・

調
整
交
付
金
」
は
合
わ
せ
て
対
前

年
度
比
１０
億
円
増
の
３
４
５
億
４

０
０
０
万
円
、
防
衛
省
所
管
の
基

地
周
辺
対
策
経
費
は
対
前
年
度
比

１５
億
円
増
の
１
２
０
０
億
円
余
り

が
確
保
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
ほ
か

「
過
疎
地
域
の
自
立
促
進
」
「
北

方
領
土
返
還
」
等
で
も
要
望
し
ま

し
た
が
平
成
２５
年
度
予
算
案
で
関

係
経
費
の
所
要
額
が
確
保
さ
れ
ま

し
た
。
役
員
各
位
に
お
か
れ
ま
し

て
は
引
き
続
き
一
層
の
ご
支
援
・

ご
協
力
を
賜
り
ま
す
よ
う
お
願
い

申
し
上
げ
報
告
と
し
ま
す
。

最
重
点
要
望
事
項
の
地
方
交
付

税
増
額
に
よ
る
一
般
財
源
総
額
の

確
保
に
つ
い
て
で
す
。
政
府
の
平

成
２５
年
度
予
算
は
２４
年
度
補
正
予

算
と
一
体
の
い
わ
ゆ
る
「
１５
か
月

予
算
」
と
し
て
編
成
さ
れ
ま
し
た
。

２４
年
度
補
正
予
算
で
は
公
共
投
資

の
地
方
負
担
に
対
す
る
措
置
と
し

て
地
域
経
済
の
活
性
化
と
雇
用
の

創
出
を
図
る
た
め
「
地
域
の
元
気

臨
時
交
付
金
」
１
・
４
兆
円
が
創

設
さ
れ
ま
し
た
。
２５
年
度
予
算
の

閣
議
決
定
に
先
立
ち
、
「
平
成
２５

年
度
地
方
財
政
対
策
」
が
決
定
さ

れ
通
常
収
支
分
の
地
方
交
付
税
は

地
方
公
務
員
給
与
の
削
減
を
前
提

に
前
年
度
比
０
・
４
兆
円
減
の
１７

・
１
兆
円
と
さ
れ
ま
し
た
。
地
方

税
等
の
増
収
を
見
込
み
一
般
財
源

総
額
は
前
年
度
と
同
水
準
の
５９
・

８
兆
円
が
確
保
さ
れ
ま
し
た
。
な

お
、
地
方
財
政
計
画
の
歳
出
に
給

与
削
減
額
に
見
合
う
形
で
、
「
緊

急
防
災
・
減
災
事
業
費
」
０
・
５

兆
円
、
及
び
「
地
域
の
元
気
づ
く

り
事
業
費
」
０
・
３
兆
円
が
計
上

さ
れ
ま
す
。
東
日
本
大
震
災
分
で

は
復
旧
・
復
興
事
業
の
地
方
負
担

分
等
を
全
額
措
置
す
る
た
め
「
震

災
復
興
特
別
交
付
税
」
０
・
６
兆

円
が
確
保
さ
れ
ま
し
た
。
東
日
本

大
震
災
に
関
し
て
は
「
平
成
２３
年

度
か
ら
の
５
年
間
で
１９
兆
円
」
と

さ
れ
て
い
た
復
興
予
算
枠
が
２５
兆

円
に
拡
充
さ
れ
ま
し
た
。

都
市
税
源
の
充
実
確
保
等
で

は
、
自
動
車
取
得
税
、
自
動
車
重

量
税
に
つ
い
て
代
替
財
源
を
確
保

し
な
い
限
り
堅
持
す
る
よ
う
強
く

求
め
ま
し
た
。
結
果
、
与
党
の
「
平

成
２５
年
度
税
制
改
正
大
綱
」
に
お

い
て
自
動
車
取
得
税
に
つ
い
て
は

「
２
段
階
で
引
き
下
げ
、
消
費
税

１０
パ
ー
セ
ン
ト
の
時
点
で
廃
止
す

る
」
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
が
具
体

的
な
代
替
財
源
は
示
さ
れ
ま
せ
ん

で
し
た
。
こ
の
た
め
、
税
制
改
正

の
動
向
を
な
お
一
層
、
注
視
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
お
り

ま
す
。
ま
た
、
個
人
住
民
税
で
は
、

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
対
象
期
間
の

延
長
、
及
び
控
除
限
度
額
の
拡
充

に
伴
う
地
方
の
減
収
額
に
対
し
、

国
費
に
よ
る
補
て
ん
が
な
さ
れ
ま

す
。
こ
の
ほ
か
、
固
定
資
産
税
の

「
機
械
及
び
装
置
」
に
対
す
る
課

税
や
ゴ
ル
フ
場
利
用
税
で
は
、
現

行
制
度
が
堅
持
さ
れ
ま
す
。

地
方
債
で
は
地
方
財
源
の
不
足

に
対
処
す
る
た
め
の
措
置
を
講
じ

地
方
自
治
体
が
防
災
・
減
災
対
策

の
強
化
や
地
域
の
活
性
化
へ
の
取

り
組
み
を
着
実
に
推
進
で
き
る
よ

う
所
要
の
地
方
債
資
金
を
確
保
す

る
と
と
も
に
東
日
本
大
震
災
に
関

す
る
事
業
を
円
滑
に
推
進
で
き
る

よ
う
所
要
額
の
全
額
を
公
的
資
金

で
確
保
す
る
こ
と
と
し
「
平
成
２５

年
度
地
方
債
計
画
」
が
策
定
さ
れ

ま
し
た
。
役
員
各
位
に
お
か
れ
て

は
一
層
の
ご
支
援
、
ご
協
力
を
賜

り
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
報

告
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

串間市

地
財

地
行

産
経

社
文二本松市

地地
方方
行行
政政
委委
員員
会会

門
田
国
光
・
委
員
長

地地
方方
財財
政政
委委
員員
会会

斎
藤
賢
一
・
委
員
長
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本
委
員
会
は
、
医
療
、
福
祉
、

雇
用
、
教
育
な
ど
、
住
民
生
活
に

身
近
な
分
野
を
所
管
し
、
こ
れ
ら

施
策
の
充
実
に
向
け
要
望
活
動
を

展
開
し
て
参
り
ま
し
た
。
特
に
、

地
域
医
療
施
策
の
推
進
を
最
重
要

課
題
に
掲
げ
、
医
師
不
足
や
偏
在

問
題
に
対
す
る
施
策
の
推
進
な
ど

を
強
く
要
望
し
て
参
っ
た
と
こ
ろ

で
す
。
結
果
、
来
年
度
の
医
学
部

入
学
定
員
は
主
に
地
域
枠
の
拡
大

に
よ
り
本
年
度
に
比
べ
５０
人
増
の

９
０
４
１
人
と
過
去
最
多
の
定
員

数
と
な
り
ま
す
。

ま
た
、
日
本
経
済
再
生
に
向
け

た
緊
急
経
済
対
策
に
基
づ
き
、
国

民
が
安
心
で
き
る
医
療
を
実
現
す

る
た
め
の
緊
急
対
策
と
し
て
、
本

年
度
補
正
予
算
案
で
は
、
５
３
０

億
円
が
計
上
さ
れ
て
お
り
２５
年
度

予
算
案
で
は
、
医
療
提
供
体
制
の

機
能
強
化
と
し
て
５
４
２
億
円
が

計
上
さ
れ
て
い
ま
す
。

医
療
保
険
制
度
で
す
が
後
期
高

齢
者
医
療
制
度
で
は
低
所
得
者
に

対
す
る
保
険
料
負
担
軽
減
措
置
の

継
続
を
要
望
し
て
参
り
ま
し
た
。

結
果
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に

お
け
る
低
所
得
者
に
対
す
る
保
険

料
負
担
軽
減
措
置
は
平
成
２５
年
度

も
引
き
続
き
行
わ
れ
る
こ
と
と
な

り
本
年
度
補
正
予
算
案
で
７
７
６

億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
ま
す
。

雇
用
対
策
で
は
地
域
雇
用
対
策

や
若
年
者
雇
用
対
策
の
充
実
・
強

化
な
ど
を
要
望
し
て
参
り
ま
し

た
。
結
果
、
地
域
雇
用
対
策
で
は
、

本
年
度
補
正
予
算
案
で
地
域
の
雇

用
創
出
と
し
て
１
０
０
０
億
円
が

計
上
さ
れ
て
お
り
ま
す
。
ま
た
、

若
年
者
雇
用
対
策
で
も
補
正
予
算

案
で
は
、
若
年
者
へ
の
人
材
育
成

の
推
進
と
し
て
６
０
０
億
円
、
２５

年
度
予
算
案
で
は
若
者
の
安
定
雇

用
の
確
保
と
し
て
３
５
５
億
円
が

そ
れ
ぞ
れ
計
上
さ
れ
て
い
ま
す
。

生
活
保
護
制
度
で
は
生
活
保
護

経
費
の
全
額
国
庫
負
担
を
は
じ

め
、
生
活
扶
助
等
の
現
物
支
給
要

件
の
緩
和
、
各
種
自
立
・
就
労
支

援
の
充
実
強
化
、
医
療
扶
助
の
適

正
化
等
を
要
望
し
て
参
り
ま
し
た

が
生
活
保
護
受
給
者
を
含
め
た
生

活
困
窮
者
の
自
立
・
就
労
支
援
等

の
強
化
、
生
活
扶
助
基
準
の
見
直

し
及
び
医
療
扶
助
の
適
正
化
な
ど

が
図
ら
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

公
立
小
中
学
校
の
耐
震
化
で
は

国
庫
補
助
率
の
引
上
げ
の
ほ
か
、

東
日
本
大
震
災
の
被
害
状
況
も
踏

ま
え
、
照
明
器
具
や
天
井
な
ど
非

構
造
部
材
の
耐
震
化
に
対
す
る
財

政
措
置
の
拡
充
強
化
を
重
点
的
に

要
望
し
て
参
り
ま
し
た
。
結
果
、

本
年
度
補
正
予
算
案
で
は
耐
震
化

・
老
朽
化
対
策
等
の
推
進
に
、
復

興
特
別
会
計
も
含
め
、
１
８
８
４

億
円
が
計
上
さ
れ
て
お
り
、
２５
年

度
予
算
案
に
つ
い
て
も
同
様
に
１

２
７
１
億
円
が
計
上
さ
れ
て
お
り

ま
す
。
こ
れ
ら
の
予
算
の
執
行
に

よ
り
、
耐
震
化
率
は
約
９４
パ
ー
セ

ン
ト
に
達
す
る
と
さ
れ
て
い
る
ほ

か
非
構
造
部
材
の
耐
震
化
事
業
の

推
進
や
補
助
対
象
の
拡
大
等
が
図

ら
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

こ
の
ほ
か
、
保
健
衛
生
施
策
や

介
護
保
険
制
度
、
障
害
者
福
祉
、

少
子
化
対
策
、
環
境
保
全
施
策
等

に
つ
い
て
も
充
実
強
化
を
要
望
し

て
参
り
ま
し
た
。
今
後
と
も
山
積

す
る
諸
課
題
の
解
決
に
向
け
、
鋭

意
取
り
組
ん
で
い
く
必
要
が
あ
り

ま
す
の
で
引
き
続
き
、
役
員
各
位

の
ご
支
援
ご
協
力
を
賜
り
ま
す
よ

う
よ
ろ
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
報

告
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

本
委
員
会
は
、
農
林
水
産
業
や

中
小
企
業
の
振
興
等
、
地
域
の
発

展
に
欠
か
せ
な
い
分
野
の
ほ
か
、

資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
な
ど
を

所
管
し
各
施
策
の
充
実
強
化
に
向

け
要
望
運
動
を
展
開
す
る
と
と
も

に
、
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧

・
復
興
に
関
し
強
く
要
望
活
動
を

行
っ
て
参
り
ま
し
た
。
震
災
か
ら

の
復
興
で
す
が
１
月
１１
日
に
閣
議

決
定
さ
れ
た
緊
急
経
済
対
策
を
受

け
、
本
年
度
補
正
予
算
案
で
「
農

業
生
産
基
盤
の
整
備
」
や
「
福
島

県
に
お
け
る
営
農
再
開
等
に
向
け

た
支
援
」
な
ど
に
所
要
額
が
計
上

さ
れ
た
他
、
２５
年
度
予
算
案
で
は

被
災
し
た
中
小
企
業
、
農
林
漁
業

者
等
へ
の
「
災
害
関
連
融
資
」
や

「
東
日
本
大
震
災
農
業
生
産
対
策

交
付
金
」
な
ど
が
計
上
さ
れ
て
お

り
ま
す
。
被
災
地
の
１
日
も
早
い

復
興
に
向
け
一
層
の
支
援
を
求
め

て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

所
管
事
項
を
巡
る
状
況
と
し
て

は
、
「
緊
急
経
済
対
策
」
で
は
日

本
経
済
の
再
生
に
向
け
た
施
策
と

し
て
農
林
水
産
業
の
高
付
加
価
値

化
等
を
図
り
、
競
争
力
の
あ
る

「
攻
め
の
農
林
水
産
業
の
展
開
」

を
掲
げ
て
お
り
ま
す
。
こ
れ
を
受

け
農
林
水
産
省
の
２５
年
度
予
算
案

で
は
農
林
水
産
業
の
担
い
手
づ
く

り
の
た
め
「
新
規
就
農
・
経
営
継

承
総
合
支
援
事
業
」
、
「
森
林
・

林
業
人
材
育
成
対
策
」
、
「
漁
業

経
営
・
人
材
育
成
支
援
対
策
」
な

ど
に
所
要
額
が
計
上
さ
れ
て
お
り

ま
す
。
農
山
漁
村
所
得
や
雇
用
の

拡
大
、
地
域
の
農
林
水
産
物
に
付

加
価
値
を
高
め
る
「
６
次
産
業
化

支
援
」
な
ど
の
他
、
新
た
な
市
場

を
拡
大
す
る
「
輸
出
倍
増
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
」
な
ど
の
「
農
林
水
産
物

の
輸
出
対
策
」
に
所
要
額
が
計
上

さ
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
他
農
林
水

産
業
の
経
営
安
定
の
た
め
に
「
中

山
間
地
域
等
特
別
支
払
交
付
金
」

や
畑
作
物
や
米
な
ど
へ
の
直
接
支

払
制
度
が
継
続
さ
れ
ま
す
。

地
域
の
自
立
・
発
展
に
必
要
な

中
小
企
業
振
興
対
策
で
す
が
経
済

産
業
省
に
お
い
て
中
小
企
業
の

「
資
金
繰
り
対
策
」
に
つ
い
て
本

年
度
補
正
予
算
案
で
は
「
セ
ー
フ

テ
ィ
ネ
ッ
ト
貸
付
の
創
設
等
」
に

１
４
０
７
億
円
が
計
上
さ
れ
た

他
、
２５
年
度
予
算
案
で
は
「
中
小

企
業
経
営
強
化
融
資
事
業
」
の
新

設
に
加
え
「
資
金
繰
り
支
援
」
や

「
中
小
企
業
経
営
力
基
盤
支
援
事

業
」
が
継
続
さ
れ
ま
す
。

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
で
は
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
開
発
な
ど
の

積
極
的
な
推
進
を
求
め
て
参
り
ま

し
た
が
「
風
力
発
電
の
た
め
の
送

電
網
整
備
実
証
事
業
補
助
金
」
や

「
太
陽
光
発
電
多
用
途
化
実
証
事

業
」
な
ど
各
種
事
業
が
新
設
さ
れ

て
お
り
ま
す
。
役
員
の
皆
様
方
に

お
か
れ
ま
し
て
は
東
日
本
大
震
災

か
ら
の
復
旧
・
復
興
、
各
地
域
の

振
興
の
た
め
一
層
の
ご
協
力
を
賜

り
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
報

告
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

柏市

大和郡山市

社社
会会
文文
教教
委委
員員
会会

山
内
弘
一
・
委
員
長

産産
業業
経経
済済
委委
員員
会会

仲

元
男
・
委
員
長

（５） 平成２５年２月２５日 第１８６０号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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各各
委委
員員
会会
報報
告告（（
要要
旨旨
））②②

４
、
５
面
に
引
き
続
き
、
第
９４
回
評
議
員
会
に
お
け
る
各
委
員

会
の
活
動
報
告
に
つ
い
て
掲
載
す
る
。

本
委
員
会
は
地
震
や
水
害
な

ど
、
自
然
災
害
に
対
す
る
住
民
の

安
全
・
安
心
の
確
保
、
道
路
や
鉄

道
等
、
各
種
交
通
基
盤
整
備
の
推

進
、
地
域
の
社
会
資
本
の
構
築
に

関
す
る
分
野
な
ど
を
所
管
し
、
こ

れ
ら
施
策
の
充
実
強
化
に
向
け
要

望
運
動
を
展
開
し
ま
し
た
。

来
年
度
予
算
を
巡
る
政
府
の
動

向
で
す
が
１
月
１１
日
に
閣
議
決
定

さ
れ
た
「
緊
急
経
済
対
策
」
に
お

い
て
、
日
本
経
済
の
再
生
に
向
け

て
、
「
復
興
・
防
災
対
策
」
「
成

長
に
よ
る
富
の
創
出
」
「
暮
ら
し

の
安
心
・
地
域
活
性
化
」
の
３
分

野
を
重
点
と
し
て
お
り
ま
す
。
こ

れ
を
受
け
１
月
１５
日
に
今
年
度
補

正
予
算
案
、
２９
日
に
平
成
２５
年
度

予
算
案
が
閣
議
決
定
さ
れ
、
国
民

の
命
と
暮
ら
し
を
守
る
イ
ン
フ
ラ

の
再
構
築
の
た
め
老
朽
化
対
策
、

事
前
防
災
・
減
災
対
策
を
抜
本
的

に
強
化
し
、
国
土
強
靱
化
が
推
進

さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

重
点
的
に
要
望
し
た
東
日
本
大

震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
に
向
け

た
対
応
で
す
が
「
被
災
地
の
復
興

の
加
速
を
最
優
先
と
し
て
、
加
速

策
を
具
体
化
し
、
被
災
地
か
ら
の

要
望
等
に
真
摯
に
耳
を
傾
け
、
き

め
細
や
か
な
復
興
施
策
を
実
施
す

る
」
と
い
う
基
本
方
針
に
基
づ

き
、
震
災
に
よ
り
著
し
い
被
害
を

受
け
た
地
域
の
復
興
を
支
援
す
る

東
日
本
大
震
災
復
興
交
付
金
に
前

年
度
比
２
０
６
％
増
の
５
９
１
８

億
円
が
計
上
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

自
然
災
害
対
策
で
は
地
震
・
津

波
等
の
災
害
防
止
に
重
点
的
な
予

算
配
分
を
求
め
た
と
こ
ろ
「
公
共

施
設
の
耐
震
化
・
津
波
対
策
等
の

推
進
」
に
前
年
度
比
１３
％
増
の
８

８
４
億
円
が
計
上
さ
れ
発
生
が
懸

念
さ
れ
る
首
都
直
下
地
震
、
南
海

ト
ラ
フ
巨
大
地
震
等
に
よ
る
地
震

及
び
津
波
被
害
の
発
生
を
防
止
す

る
対
策
が
推
進
さ
れ
ま
す
。

各
種
交
通
基
盤
整
備
の
推
進
で

す
が
地
域
経
済
の
発
展
に
加
え
災

害
発
生
時
に
救
援
、
復
旧
活
動
を

支
え
る
緊
急
輸
送
路
と
し
て
の
役

割
を
果
た
す
高
速
道
路
の
建
設
、

整
備
推
進
等
を
求
め
た
と
こ
ろ
今

年
度
補
正
予
算
案
で
「
全
国
ミ
ッ

シ
ン
グ
リ
ン
ク
の
整
備
」
に
６
２

４
億
円
、
２５
年
度
予
算
案
で
は

「
代
替
性
の
確
保
の
た
め
の
道
路

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
整
備
」
に
１
５

９
８
億
円
が
計
上
さ
れ
主
要
都
市

間
等
を
連
絡
す
る
高
規
格
幹
線
道

路
等
の
整
備
が
推
進
さ
れ
ま
す
。

都
市
基
盤
整
備
の
推
進
で
す
が

社
会
イ
ン
フ
ラ
の
経
年
劣
化
対
策

の
拡
充
を
求
め
た
と
こ
ろ
今
年
度

補
正
予
算
案
で
「
老
朽
化
対
策
等

の
推
進
」
に
２
０
５
２
億
円
、
２５

年
度
予
算
案
で
、
「
道
路
、
河
川

管
理
施
設
等
の
総
点
検
、
老
朽
化

対
策
等
の
推
進
」
に
前
年
度
比
１０

％
増
の
１
８
０
４
億
円
が
計
上
さ

れ
道
路
、
下
水
道
、
堤
防
な
ど
を

適
切
に
維
持
管
理
で
き
る
よ
う
安

全
性
の
徹
底
調
査
や
総
点
検
、
老

朽
化
対
策
が
実
施
さ
れ
ま
す
。

観
光
立
国
の
推
進
で
す
が
、
国

際
会
議
や
展
示
会
等
の
開
催
に
つ

い
て
国
が
主
体
と
な
っ
て
誘
致
す

る
よ
う
求
め
た
と
こ
ろ
訪
日
旅
行

促
進
事
業
に
前
年
度
比
１１
％
増
の

５５
億
円
が
計
上
さ
れ
、
官
民
が
連

携
し
た
オ
ー
ル
ジ
ャ
パ
ン
に
よ
る

訪
日
促
進
等
に
よ
り
安
定
的
で
着

実
な
旅
行
者
の
増
加
に
つ
な
げ
ま

す
。
役
員
の
皆
様
方
に
お
か
れ
て

は
、
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興

並
び
に
各
地
域
の
振
興
の
た
め
一

層
の
ご
協
力
を
賜
り
ま
す
よ
う
お

願
い
申
し
上
げ
報
告
と
さ
せ
て
い

た
だ
き
ま
す
。

本
委
員
会
は
、
全
国
市
議
会
議

長
会
の
各
部
会
か
ら
推
薦
さ
れ
た

委
員
、
及
び
政
府
・
与
野
党
要
職

の
地
元
選
挙
区
を
考
慮
し
て
、
関

谷
会
長
か
ら
委
嘱
さ
れ
た
委
員
の

計
１９
名
に
よ
っ
て
構
成
し
本
会
の

重
点
要
望
事
項
の
実
現
に
向
け
政

府
等
に
対
し
強
力
に
要
望
運
動
を

展
開
し
ま
し
た
。
１
月
１８
日
に

は
、
「
地
方
交
付
税
の
増
額
に
よ

る
一
般
財
源
総
額
の
確
保
」
「
都

市
税
源
の
充
実
確
保
」
「
地
球
温

暖
化
対
策
に
関
す
る
地
方
税
財
源

の
確
保
等
」
の
３
項
目
か
ら
な
る

「
平
成
２５
年
度
政
府
予
算
に
対
す

る
重
点
要
望
」
「
東
日
本
大
震
災

か
ら
の
復
旧
・
復
興
に
向
け
た
対

応
に
関
す
る
要
望
」
を
決
定
し
ま

し
た
。
そ
の
後
、
実
施
し
た
要
望

運
動
で
は
、
地
方
財
政
委
員
会
の

正
副
委
員
長
と
と
も
に
、
根
本
匠

復
興
大
臣
、
甘
利
明
経
済
再
生
担

当
大
臣
、
片
山
さ
つ
き
総
務
大
臣

政
務
官
、
石
破
茂
自
由
民
主
党
幹

事
長
を
は
じ
め
と
す
る
政
府
・
与

野
党
の
要
職
１３
名
と
直
接
面
談

し
、
重
点
要
望
事
項
の
善
処
に
つ

い
て
強
く
要
請
し
ま
し
た
。

平
成
２５
年
度
地
方
財
政
対
策
の

通
常
収
支
分
の
地
方
交
付
税
は
地

方
公
務
員
給
与
の
削
減
を
前
提
に

前
年
度
比
０
・
４
兆
円
減
の
１７
・

１
兆
円
と
さ
れ
ま
し
た
。
一
般
財

源
総
額
は
前
年
度
同
水
準
の
５９
・

８
兆
円
が
確
保
さ
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
税
制
改
正
で
は
与
党
の

「
平
成
２５
年
度
税
制
改
正
大
綱
」

に
お
い
て
自
動
車
取
得
税
に
つ
い

て
、
「
２
段
階
で
引
き
下
げ
、
消

費
税
１０
％
の
時
点
で
廃
止
す
る
」

こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
が
、
具
体
的

な
代
替
財
源
は
示
さ
れ
て
い
な
い

た
め
、
今
後
の
税
制
改
正
の
動
向

を
一
層
、
注
視
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。
今
後

と
も
基
礎
自
治
体
の
市
が
持
続
的

か
つ
安
定
的
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を

提
供
す
る
に
は
一
層
の
地
方
税
財

源
の
充
実
確
保
が
必
要
不
可
欠
で

す
。
役
員
各
位
に
お
い
て
は
、
要

望
事
項
の
実
現
に
向
け
一
層
の
ご

支
援
、
ご
協
力
を
賜
り
ま
す
よ
う

お
願
い
申
し
上
げ
報
告
と
さ
せ
て

い
た
だ
き
ま
す
。

坂出市

国
対

建
運

国
と
地
方

協
議
の
場

等
特
別
委川崎市

建建
設設
運運
輸輸
委委
員員
会会

吉
田
耕
一
・
委
員
長

国国
会会
対対
策策
委委
員員
会会

大
島

明
・
委
員
長
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本
委
員
会
は
、
平
成
２３
年
５
月

に
、
「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
に

関
す
る
法
律
」
が
施
行
さ
れ
た
こ

と
を
受
け
、
国
と
地
方
の
協
議
の

場
や
、
地
方
制
度
調
査
会
等
に
対

す
る
本
会
と
し
て
の
意
見
調
整
を

行
う
た
め
の
当
面
の
組
織
と
し
て

第
８７
回
定
期
総
会
に
お
い
て
設
置

さ
れ
た
委
員
会
で
す
。

さ
て
、
１９
年
ぶ
り
の
越
年
編
成

と
な
り
ま
し
た
平
成
２５
年
度
政
府

予
算
で
は
ご
来
賓
、
会
長
、
各
委

員
長
か
ら
既
に
お
話
が
あ
り
ま
し

た
の
で
、
内
容
の
説
明
は
省
略
さ

せ
て
頂
き
ま
す
が
、
政
権
交
代
前

後
を
通
じ
地
方
一
般
財
源
総
額
の

確
保
、
及
び
都
市
税
源
の
充
実
確

保
が
地
方
に
と
っ
て
の
最
大
の
懸

案
事
項
で
あ
り
、
本
委
員
会
が
昨

年
１１
月
の
第
５
回
委
員
会
で
協
議

し
た
対
応
方
針
を
踏
ま
え
、
関
谷

会
長
は
じ
め
役
員
の
皆
様
方
の
ご

尽
力
を
頂
い
た
と
こ
ろ
で
す
。
い

ず
れ
に
い
た
し
ま
し
て
も
、
国
が

地
方
交
付
税
や
地
方
税
制
を
政
策

目
的
を
達
成
す
る
た
め
の
手
段
と

し
て
用
い
る
こ
と
の
な
い
よ
う
今

後
と
も
国
と
地
方
の
協
議
の
場
等

を
通
じ
た
真
摯
な
議
論
が
必
要
と

考
え
て
お
り
ま
す
。

次
に
、
「
大
都
市
制
度
の
あ
り

方
」
に
つ
い
て
検
討
し
て
お
り
ま

す
第
３０
次
地
方
制
度
調
査
会
に
つ

い
て
で
あ
り
ま
す
が
、
中
間
報
告

の
取
り
ま
と
め
に
当
た
り
、
１１
月

の
委
員
会
で
対
応
方
針
を
協
議

し
、
さ
ら
に
地
方
制
度
調
査
会
の

ヒ
ア
リ
ン
グ
が
１２
月
に
行
わ
れ
る

に
際
し
て
は
、
各
指
定
都
市
及
び

本
委
員
会
の
委
員
市
に
再
度
、
意

見
照
会
を
実
施
し
、
そ
の
結
果
に

基
づ
き
、
関
谷
会
長
か
ら
、
ご
発

言
を
頂
い
た
と
こ
ろ
で
す
。

地
方
制
度
調
査
会
に
お
き
ま
し

て
は
、
今
年
の
８
月
で
任
期
満
了

と
な
る
こ
と
か
ら
、
今
後
、
「
基

礎
自
治
体
の
あ
り
方
」
も
含
め
、

最
終
答
申
に
向
け
議
論
が
進
め
ら

れ
る
予
定
と
な
っ
て
お
り
ま
す
の

で
本
委
員
会
と
し
ま
し
て
は
、
引

き
続
き
適
時
適
切
に
対
応
し
て
参

り
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

本
日
ご
出
席
の
役
員
各
位
に
お

か
れ
ま
し
て
は
、
本
委
員
会
の
活

動
に
対
し
ま
し
て
、
一
層
の
ご
支

援
・
ご
協
力
を
賜
り
ま
す
よ
う
お

願
い
申
し
上
げ
、
国
と
地
方
の
協

議
の
場
等
に
関
す
る
特
別
委
員
会

の
報
告
と
い
た
し
ま
す
。

第
１
８
３
回
国
会
へ
内
閣
が
提

出
す
る
予
定
と
し
て
い
る
法
案
等

の
件
名
に
つ
い
て
、
内
閣
官
房
が

ま
と
め
た
。
こ
の
調
査
は
２
月
１２

日
現
在
の
も
の
。

調
査
に
よ
れ
ば
今
国
会
へ
提
出

予
定
の
法
案
件
数
は
６５
件
と
な
っ

て
お
り
、
内
閣
は
会
期
末
と
な
る

６
月
２６
日
ま
で
に
法
案
の
成
立
を

目
指
す
。
会
期
日
数
は
１
月
２８
日

か
ら
の
１
５
０
日
間
。

当
欄
で
は
提
出
が
予
定
さ
れ
る

法
案
の
う
ち
、
各
府
省
の
主
な
政

策
動
向
が
読
み
取
れ
る
と
思
わ
れ

る
法
案
を
抜
粋
し
紹
介
す
る
。

【
内
閣
官
房
】

○
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個

人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利

用
等
に
関
す
る
法
律
案
（
仮
称
）

○
民
間
資
金
等
の
活
用
に
よ
る
公

共
施
設
等
の
整
備
等
の
促
進
に
関

す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
案

○
総
合
特
別
区
域
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
案

【
内
閣
府
】

○
災
害
対
策
基
本
法
等
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
案

○
大
規
模
災
害
か
ら
の
復
興
に
関

す
る
法
律
案
（
仮
称
）

○
地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を

高
め
る
た
め
の
改
革
の
推
進
を
図

る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関

す
る
法
律
案
（
仮
称
）

【
復
興
庁
】

○
福
島
復
興
再
生
特
別
措
置
法
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
案

【
総
務
省
】

○
地
方
交
付
税
法
及
び
特
別
会
計

に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
案

○
地
方
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
案
（
仮
称
）

○
地
方
公
共
団
体
情
報
シ
ス
テ
ム

機
構
法
案
（
仮
称
）

○
一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す

る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

案【
法
務
省
】

○
大
規
模
な
災
害
の
被
災
地
に
お

け
る
借
地
借
家
に
関
す
る
特
別
措

置
法
（
仮
称
）

【
財
務
省
】

○
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
案
（
仮
称
）

【
厚
生
労
働
省
】

○
予
防
接
種
法
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
案

○
健
康
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
案

○
公
的
年
金
制
度
の
健
全
性
及
び

信
頼
性
の
確
保
の
た
め
の
厚
生
年

金
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
案
（
仮
称
）

○
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関

す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
案

○
精
神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福

祉
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
案

【
農
林
水
産
省
】

○
森
林
の
間
伐
等
の
実
施
の
促
進

に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
案

【
経
済
産
業
省
】

○
小
規
模
企
業
の
事
業
活
動
の
活

性
化
の
た
め
の
中
小
企
業
基
本
法

等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案

（
仮
称
）

【
国
土
交
通
省
】

○
建
築
物
の
耐
震
改
修
の
促
進
に

関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
案

○
道
路
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
案

【
環
境
省
】

○
地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進
に
関

す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
案

○
放
射
性
物
質
に
よ
る
環
境
の
汚

染
の
防
止
の
た
め
の
関
係
法
律
の

整
備
に
関
す
る
法
律
案
（
仮
称
）

高知市

内
閣
府
の
地
方
分
権
改
革
推
進

室
は
２
月
８
日
、
「
義
務
付
け
・

枠
付
け
の
見
直
し
に
係
る
条
例
制

定
状
況
調
査
の
概
要
」
を
公
表
し

た
。
４
回
目
の
今
調
査
に
よ
れ

ば
、
指
定
都
市
と
中
核
市
が
約
９

割
、
そ
の
他
の
市
区
町
村
で
は
約

４
割
と
な
り
、
前
回
調
査
よ
り
条

例
制
定
の
進
捗
割
合
が
大
幅
に
伸

び
た
。
前
回
調
査
�
本
紙
第
１
８

５
２
号
３
面
掲
載
�
で
は
、
全
て

約
２
割
に
と
ど
ま
っ
て
い
た
。

第
４
回
条
例
制
定
の
状
況
調
査

義
務
付
け
・
枠
付
け
で
内
閣
府

国国
とと
地地
方方
のの
協協
議議
のの
場場
等等
にに

関関
すす
るる
特特
別別
委委
員員
会会

中
澤
は
ま
子
・
副
委
員
長

第１８３回
通常国会

内
閣
提
出
予
定
法
律
案
（抜粋）

内
閣
官
房（
２５
年
２
月
１２
日
現
在
）
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北
村
茂
男
・
総
務
大
臣
政
務
官（
右
）

佐
藤
正
久
・
防
衛
大
臣
政
務
官（
左
）

全
国
市
議
会
議
長
会
基
地
協
議
会
（
会
長
�
神
田
隆
彦
・
呉
市
議

会
議
長
）
は
２
月
７
日
、
東
京
・
都
市
セ
ン
タ
ー
ホ
テ
ル
で
第
７６
回

総
会
を
開
催
し
た
。
総
会
で
は
北
村
茂
男
・
総
務
大
臣
政
務
官
、
佐

藤
正
久
・
防
衛
大
臣
政
務
官
が
来
賓
と
し
て
出
席
し
た
。
協
議
で
は

２５
年
度
運
動
方
針
案
な
ど
を
協
議
し
決
定
し
た
。

翌
日
の
２
月
８
に
は
、
広
域
行
政
圏
市
議
会
協
議
会
が
東
京
・
都

市
セ
ン
タ
ー
ホ
テ
ル
で
第
４４
回
総
会
を
開
催
。
会
長
の
碓
井
宏
政
・

三
島
市
議
会
議
長
が
あ
い
さ
つ
し
た
の
ち
、
平
成
２３
年
度
本
協
議
会

歳
入
歳
出
決
算
な
ど
を
決
定
し
、
役
員
改
選
を
実
施
し
た
。

総
会
で
は
北
村
・
総
務
大
臣
政

務
官
、
佐
藤
・
防
衛
大
臣
政
務
官

か
ら
来
賓
挨
拶
を
賜
る
ほ
か
▽
平

成
２３
年
度
会
計
決
算
▽
平
成
２５
年

度
予
算
案
―
な
ど
を
協
議
し
決
定

し
た
。
平
成
２３
年
度
会
計
決
算
で

は
監
事
を
代
表
し
て
青
柳
安
展
・

東
根
市
議
会
議
長
が
監
査
結
果
を

報
告
。
歳
入
・
歳
出
い
ず
れ
も
適

正
に
処
理
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
報

告
し
た
。

協
議
事
項
に
先
立
ち
、
講
師
と

し
て
総
務
省
自
治
税
務
局
の
前
田

一
浩
・
固
定
資
産
税
課
長
と
防
衛

省
地
方
協
力
局
の
谷
井
淳
志
・
地

方
協
力
企
画
課
長
が
、
そ
れ
ぞ
れ

基
地
関
連
の
２５
年
度
政
府
予
算
案

を
説
明
。
２５
年
度
政
府
予
算
案
で

は
基
地
・
調
整
両
交
付
金
が
合
算

で
、
対
前
年
度
比
１０
億
円
増
の
３

４
５
億
４
０
０
０
万
円
が
計
上
さ

れ
た
。
基
地
周
辺
対
策
経
費
も
出

口
ベ
ー
ス
で
、
対
前
年
度
比
１５
億

１
０
０
万
円
増
の
１
２
０
０
億
１

０
０
０
万
円
が
計
上
さ
れ
て
い

る
。
基
地
協
で
は
両
交
付
金
の
増

額
確
保
、
基
地
周
辺
対
策
経
費
の

所
要
額
確
保
を
重
点
要
望
に
掲

げ
、
要
請
活
動
を
実
施
し
て
き

た
。
２５
年
度
政
府
予
算
案
で
基
地

対
策
関
係
予
算
が
増
額
さ
れ
た
こ

と
は
、
同
協
議
会
の
１
年
間
に
わ

た
る
活
動
の
成
果
。
２５
年
度
も
基

地
周
辺
対
策
事
業
の
充
実
強
化
な

ど
求
め
て
い
く
。

総
会
で
は
任
期
満
了
に
伴
う
役

員
改
選
を
実
施
。
新
会
長
に
は
栗

田
彰
・
大
崎
市
議
会
議
長
が
就
任

し
た
。
こ
れ
ま
で
会
長
を
務
め
て

き
た
碓
井
・
三
島
市
議
会
議
長
は

相
談
役
へ
委
嘱
さ
れ
た
。
新
役
員

市
は
左
下
掲
の
と
お
り
と
な
っ

た
。
会
議
で
は
役
員
改
選
に
先
立

ち
、
平
成
２３
年
度
本
協
議
会
歳
入

歳
出
決
算
、
平
成
２５
年
度
運
動
方

針
案
な
ど
を
協
議
。
２３
年
度
歳
入

歳
出
決
算
で
は
監
事
を
代
表
し
て

�
杉
正
美
・
鹿
角
市
議
会
議
長
が

監
査
結
果
を
報
告
。
歳
入
・
歳
出

い
ず
れ
も
適
正
に
処
理
さ
れ
て
い

る
こ
と
を
報
告
し
た
。

２５
年
度
運
動
方
針
で
は
広
域
行

政
圏
が
▽
福
祉
▽
環
境
衛
生
―
な

ど
で
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
い
る

現
状
を
踏
ま
え
、
広
域
行
政
施
策

に
対
す
る
適
切
な
財
政
支
援
措
置

を
求
め
て
い
る
。
な
お
当
日
は
財

団
法
人
地
域
開
発
研
究
所
の
牧
瀬

稔
氏
が
「
自
治
体
間
競
争
に
勝
つ

た
め
の
ポ
イ
ン
ト
」
と
題
す
る
講

師
説
明
を
実
施
し
た
。

広広
域域
協協
新新
役役
員員
市市

▽
会
長
�
大
崎
市
▽
副
会
長
�
士
別

市
▽
同
�
射
水
市
▽
同
�
常
総
市
▽

同
�
美
濃
市
▽
同
�
加
西
市
▽
同
�

山
口
市
▽
同
�
善
通
寺
市
▽
同
�
島

原
市
▽
監
事
�
名
張
市
▽
同
�
天
理

市
▽
同
�
益
田
市
▽
同
�
高
知
市
▽

相
談
役
�
旭
川
市
▽
同
�
三
島
市

本
会
を
は
じ
め
と
す
る
地
方
六

団
体
や
関
係
団
体
が
構
成
す
る
大

会
実
行
委
員
会
主
催
の
北
方
領
土

返
還
要
求
全
国
大
会
を
２
月
７

日
、
東
京
・
新
宿
文
化
セ
ン
タ
ー

で
開
催
し
た
。

同
大
会
は
、
北
方
領
土
返
還
運

動
が
一
層
幅
広
く
発
展
す
る
こ
と

を
願
う
と
と
と
も
に
、
北
方
領
土

早
期
返
還
を
求
め
る
日
本
国
民
の

決
意
を
内
外
へ
表
明
す
る
た
め
、

毎
年
２
月
７
日
の
「
北
方
領
土
の

日
」
に
開
催
さ
れ
て
い
る
。

当
日
は
安
倍
晋
三
・
内
閣
総
理

が
出
席
。
安
倍
総
理
は
「
私
は
６

年
前
の
こ
の
大
会
で
『
北
方
領
土

問
題
を
解
決
し
、
平
和
条
約
の
締

結
に
向
け
、
全
力
で
取
り
組
む
』

こ
と
を
述
べ
ま
し
た
。
こ
の
決
意

に
い
さ
さ
か
の
か
わ
り
も
あ
り
ま

せ
ん
」
と
述
べ
た
。
そ
の
う
え
で
、

「
政
府
と
し
て
も
『
北
方
領
土
の

帰
属
の
問
題
を
解
決
し
て
、
平
和

条
約
を
締
結
す
る
』
と
の
基
本
方

針
に
従
い
、
領
土
問
題
の
最
終
的

解
決
に
向
け
て
、
進
展
が
得
ら
れ

る
よ
う
、
引
き
続
き
強
い
意
志
を

も
っ
て
ロ
シ
ア
と
の
交
渉
を
進
め

る
」
こ
と
を
主
張
し
た
。

基地協と広域協

相相次次いいでで
総総会会開開催催

基
地
協
の
活
動
が
成
果
を

広
域
協
は
新
会
長
を
選
出

返返
せせ
��
我我
がが
国国
固固
有有
のの
領領
土土

北
方
領
土
返
還
要
求
全
国
大
会

監査結果を報告する青柳
安展・東根市議会議長

神田隆彦・基地協会長
（呉市）

監査結果を報告する�杉
正美・鹿角市議会議長

相談役に就任した碓井宏政・前会長

栗田彰・広域協新会長
（大崎市）
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